
 

 

 

 

 
 

１．はじめに 
平成23年（2011年）3月11日の14時46分頃、宮城県沖を震

源とするモーメント・マグニチュード9.0の東北地方太平洋沖地

震が発生した。この地震により、巨大な津波が生じ、東北地

方の太平洋沿岸をはじめとした広い地域に押し寄せた。その

結果、死者・行方不明者はあわせて約2万人、さらには多数

の家屋が流失するなど甚大な被害を受けた。本報告では、こ

の巨大地震・津波の発生を受けて、地震火山研究部で実施し

た観測調査・データ解析等のうち、津波に関する3つの調査・

研究について紹介する。 

 

２．東北地方太平洋沖地震津波 
２．１．津波波源域の推定 

地震による断層運動などに伴って海底が隆起・沈降すると、

その上の海水が上下変位し、重力の影響で変動が四方八方

に伝わっていく、これが津波である（第１図）。 

 

 

第１図：津波発生から沿岸に襲来するまでの様子の概念図。 

 

海底の変動域（もしくは海面の初期変位場）が広いほど、

初期に蓄えられる津波エネルギーが大きくなるため、津波とし

ての規模は大きい。逆に言えば、発生した津波の規模を把握

する上で、海面初期変位場すなわち津波波源域の広がりを

調べることは有効な手段の一つである。 

Hayashi et al. (2011)は、沖合及び沿岸の津波観測点で記

録された津波の到着時刻から逆算して、津波波源域の広がり

を推定した。津波が地震と同時に発生したと仮定すると、海

底地形から求まる津波の伝わる速さと、ある観測点での記録

から読み取った津波の到着時刻を用いて、津波発生源の位

置を観測点から逆にたどることができる。この原理に基づく見

積もりでは、東北地方太平洋沖地震の津波波源域は、岩手

県沖から茨城県沖にかけて、南北に約500 kmの長さ、東西に

約200 kmの幅を持つ広範囲に及んでいた（第２図）。こうした

結果は、地震波や地殻変動などの他のデータから求まる断

層すべり分布との比較等を通じて、東北地方太平洋沖地震

の震源像の解明に活用されている。 

 
第２図：東北地方太平洋沖地震の津波波源域。各津波観測

点から津波発生源への逆算に用いた曲線で囲まれる水色の

領域が、推定された波源域に相当する。 

 
２．２．津波浸水痕跡の現地調査 
 被災した沿岸地域に赴き、現地での津波の痕跡を調べるこ

とは、今回の巨大津波が沿岸地域でどのように振る舞い、被

害が生じたのかを知る上での重要な手がかりになる。また、

そこで得られた知見は、将来発生するかもしれない津波によ

る被害と、その軽減策を考える上での助けになる。 

 東北地方太平洋沖地震による津波で被災した沿岸地域は

広域に及ぶ。そのため、東北地方太平洋沖地震津波合同調

査グループが結成され、多くの機関が情報交換・連携しなが

ら調査が進められた(http://www.coastal.jp/ttjt/)。気象研究

所は、被災地での人命救助活動の進捗と物流回復を待って、

気象庁本庁及び各地気象台との分担、他研究機関の調査地

域との重複の回避を考慮しつつ、茨城県と千葉県の一部の

現地調査を担当した。3〜4月の現地調査では、津波の目撃

者からの聞き取り、写真資料等の収集、光波測距儀等を用い

た津波痕跡位置の測量を行った。こうして得られた調査結果

は、合同調査グループにより取りまとめられ（The 2011 

Tohoku Earthquake Tsunami Joint Survey Group, 2011）、沿

岸地域における津波挙動の解明等に活用されている。 

平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震に伴う津波と 

津波即時予測の研究 
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２．３．津波即時予測実験 
津波注警報の精度を向上させる上で、沿岸に来るより前に

津波を観測しうる沖合津波観測のデータを活用することは有

効である（第１図）。実際、東北地方太平洋沖地震の際には、

ケーブル式海底水圧計やGPS波浪計等の沖合観測点におい

て、津波が早期に捉えられた。 

地震火山研究部では、平成21年度から5年計画で開始した

重点研究「沖合・沿岸津波観測等による津波の高精度予測

に関する研究」において、沖合の津波観測記録から沿岸にお

ける津波を即時に予測する手法（例えば、Tsushima et al., 

2009; 林, 2010）等の開発を進めてきた。地震発生当時、各手

法の根幹部分は既に完成していたものの、残念ながら実運

用には至っていなかった。ここでは、それらの要素技術のうち

の一つを東北地方太平洋沖地震の実記録に適用し、その性

能を検証した結果を紹介する。 

ここで紹介する津波即時予測手法では、沖合で観測される

津波の時系列データ（津波波形）を適切に説明する初期水位

変動分布を逆解析により求め、その分布に基づいて沿岸付

近の津波波形を予測するものである。この予測手法を、東北

地方太平洋沖地震発生後20分の段階で得られる沖合津波波

形に適用した結果、津波被害が特に甚大であった三陸海岸

において高さ5〜10 mに及ぶ津波が予測された（第３図）。こ

れらの検潮所で津波に伴う水位上昇が1 mを超え始めるのは

地震後25分であるため、こうした予測結果は、早期の津波警

報更新に役立つ可能性がある。 

 

第３図：東北地方太平洋沖地震発生後20分の段階で得られ

る沖合津波記録の解析に基づく津波予測結果(Tsushima et 

al., 2011)。(a)、(b)沖合津波観測点における観測波形（黒線）

と計算波形（赤線）の比較。(c)推定された初期水位分布。赤

色が隆起、青色が沈降を示す。等値線の間隔は、1 m。(d)三

陸海岸の沿岸津波観測点における観測波形（黒線）と予測波

形（赤線）の比較。(a)、(b)、(d)の緑線は、予測計算を実施す

る時刻を示す。 

３．まとめ 
東北地方太平洋沖地震の発生を受けて、震源像の解明及

び津波被害の把握のための緊急的な解析・調査を実施した。

また、これまで開発を進めてきた津波即時予測手法を、東北

地方太平洋沖地震の実記録に適用し、その有効性を示すこ

とができた。今後は、現在の重点研究をより一層加速させ、

津波予測のさらなる高精度化を目指す。 
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